
 

「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-農業分野の基準について-」の一部改正について 

 

令和５年８月３１日 

 

 

「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-農業分野の基準について-」について、今般、下記のとおり必要な改正を行いましたの

で、公表します。 

 

記 

赤字が修正部分 

通し 

番号 

該当ページ 

（改正後） 
改正箇所 現行 改正 

1 P.3 第１ 特定技能外国

人が従事する業務 

【関係規定】 

法別表第１の２「特定

技能」の下欄に掲げ

る活動 

（追加） 二 法務大臣が指定する本邦の公私の機関との雇用

に関する契約に基づいて行う特定産業分野であつ

て法務大臣が指定するものに属する法務省令で定

める熟練した技能を要する業務に従事する活動 

2 P.3 第１ 特定技能外国

人が従事する業務 

【関係規定】 

分野別運用方針（抜

粋） 

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に

関する重要事項 

（１）１号特定技能外国人が従事する業務 

１号特定技能外国人が従事する業務区分は、上

記３（１）に定める試験区分に対応し、それぞれ

以下のとおりとする。 

ア 試験区分３（１）ア関係 

耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・

５ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用に

関する重要事項 

（１）特定技能外国人が従事する業務 

特定技能外国人が従事する業務区分は、上記３

（１）ア及び（２）アに定める試験区分に対応し、

それぞれ以下のとおりとする。 

ア 試験区分（３（１）ア関係）（１号特定技能外

国人） 



選別等） 

イ 試験区分３（１）イ関係 

畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・

選別等） 

（ア）耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・

選別等） 

（イ）畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・

選別等） 

イ 試験区分（３（２）ア関係）（２号特定技能外

国人） 

（ア）耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・

選別等）及び当該業務に関する管理業務 

（イ）畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出荷・

選別等）及び当該業務に関する管理業務 

3 P.4 第１ 特定技能外国

人が従事する業務 

【関係規定】 

分野別運用要領（抜

粋） 

 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用

に関する重要事項 

１．１号特定技能外国人が従事する業務 

農業分野において受け入れる１号特定技能外国

人が従事する業務は、運用方針３（１）に定める試

験区分及び運用方針５（１）に定める業務区分に従

い、上記第１の試験合格又は下記２の技能実習２号

移行対象職種・作業修了により確認された技能を要

する業務（栽培管理、飼養管理、農畜産物の集出荷・

選別等の農作業）をいう。あわせて、当該業務に従

事する日本人が通常従事することとなる関連業務

（例：農畜産物の製造・加工、運搬、販売の作業、

冬場の除雪作業等）に付随的に従事することは差し

支えない。 

 

 

 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用

に関する重要事項 

１．特定技能外国人が従事する業務 

農業分野において受け入れる特定技能外国人が

従事する業務は、以下のとおりとする。なお、いず

れの場合も、当該業務に従事する日本人が通常従事

することとなる関連業務（例：農畜産物の製造・加

工、運搬、販売の作業、冬場の除雪作業等）に付随

的に従事することは差し支えない。 

（１）１号特定技能外国人 

運用方針３（１）アに定める試験区分及び運用

方針５（１）アに定める業務区分に従い、上記第

１の１（１）の試験合格又は下記２（１）の技能

実習２号移行対象職種・作業修了により確認され

た技能を要する業務（栽培管理、飼養管理、農畜

産物の集出荷・選別等の農作業）をいう。 

（２）２号特定技能外国人 

運用方針３（２）アに定める試験区分及び運用



方針５（１）イに定める業務区分に従い、上記第

１の１（２）の試験合格及び実務経験により確認

された技能を要する業務をいう。 

4 P.4 第１ 特定技能外国

人が従事する業務 

【主たる業務】 

○１つ目 

○ 農業分野において受け入れる１号特定技能外国

人は、特定技能基準省令第１条第１項第１号に定め

るとおり、相当程度の知識若しくは経験を必要とす

る技能を要する業務に従事することが求められる

ところ、本要領別表に記載された試験の合格により

確認された技能を要する本要領別表に記載された

業務（①耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・

選別等）又は②畜産農業全般（飼養管理、畜産物の

集出荷・選別等））に主として従事しなければなら

ず、栽培管理又は飼養管理の業務が従事する業務に

含まれていることが必要です。 

○ 農業分野において受け入れる特定技能外国人の

うち、１号特定技能外国人は相当程度の知識又は経

験を必要とする技能を要する業務、２号特定技能外

国人は当該分野に属する熟練した技能を要する業

務に従事することが求められるところ、本要領別表

に記載された試験の合格により確認された技能を

要する本要領別表に記載された業務に主として従

事しなければならず、栽培管理又は飼養管理の業務

が従事する業務に含まれていることが必要です。 

5 P.4 ○２つ目 ○ 農業分野においては、耕種農業全般（栽培管理、

農産物の集出荷・選別等）又は畜産農業全般（飼養

管理、畜産物の集出荷・選別等）に従事する者を受

け入れることとしていることから、試験等で立証さ

れたこれらの能力を用いて幅広く業務に従事する

必要があります。 

○ 農業分野においては、１号特定技能外国人につい

ては耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選

別等）又は畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集出

荷・選別等）に従事する者、２号特定技能外国人に

ついては耕種農業全般又は畜産農業全般及び当該

業務に関する管理業務に従事する者を受け入れる

こととしていることから、試験等で立証されたこれ

らの能力を用いて幅広く業務に従事する必要があ

ります。 

6 P.6 【その他業務関係】 

○３つ目 

○ 農業者（農家・農業法人）に雇用される場合だけ

でなく、特定技能外国人が主として従事する業務

（①耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選

別等）又は②畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集

出荷・選別等））を自ら行う、又は農業者から請け負

○ 農業者（農家・農業法人）に雇用される場合だけ

でなく、特定技能外国人が主として従事する業務

（①耕種農業全般（栽培管理、農産物の集出荷・選

別等）又は②畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集

出荷・選別等））を自ら行う、又は農業者から請け負



って行う、農業者等を構成員とする団体（ＪＡ等）

に雇用されて業務に従事することもできます。 

って行う、農業者等を構成員とする団体（ＪＡ、酪

農ヘルパー利用組合、コントラクター組織等）に雇

用されて業務に従事することもできます。 

7 P.6 【労働時間、休憩及

び休日への配慮】 

○ 特定技能雇用契約は、特定技能基準省令第１条第

１項に定めるとおり、労働基準法（昭和２２年法律

第４９号）その他の労働に関する法令の規定に適合

している必要があります。農業については、日本人

が従事する場合と同様に、労働時間、休憩及び休日

に関する労働基準法の規定は適用除外となります

が、特定技能外国人が、健康で文化的な生活を営み、

職場での能率を長期間にわたって維持していくた

め、特定技能外国人の意向も踏まえつつ、労働基準

法に基づく基準も参考にしながら、過重な長時間労

働とならないよう、適切に労働時間を管理するとと

もに、適切に休憩及び休日を設定しなければなりま

せん。 

○ 特定技能雇用契約は、特定技能基準省令第１条第

１項に定めるとおり、労働基準法（昭和２２年法律

第４９号）その他の労働に関する法令の規定に適合

している必要があります。農業については、日本人

が従事する場合と同様に、労働時間、休憩及び休日

に関する労働基準法の規定は適用除外となります

が、特定技能外国人が、健康で文化的な生活を営み、

職場での能率を長期間にわたって維持していくた

め、特定技能外国人の意向も踏まえつつ、労働基準

法に基づく基準も参考にしながら、過重な長時間労

働とならないよう、適切に労働時間を管理するとと

もに、適切に休憩及び休日を設定しなければなりま

せん。なお、労働基準法の規定の適用除外となるの

は、労働時間、休憩及び休日に関する規定だけであ

り、深夜勤務における深夜割増賃金やその他の規定

については適用除外にならないことにご留意くだ

さい。 

8 P.7 【相談窓口】 

１ 地域別 

九州農政局経営・事

業支援部経営支援

課 

九州農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：096-211-9111 

直通：096-300-6375 

FAX：096-211-9825 

九州農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：096-211-9111 

直通：096-300-6375 

FAX：096-211-9912 

9 P.7 ２ 本省 農林水産省 経営局 就農・女性課 雇用・労働グループ 

代表：03-3502-8111（内線 5203） 

直通：03-6744-2162 

農林水産省 経営局 就農・女性課 雇用・労働グループ 

代表：03-3502-8111（内線 5193） 

直通：03-6744-2159 



FAX：03-3593-2612 FAX：03-3593-2612 

10 P.8 第１ 特定技能外国

人が従事する業務 

【留意事項】 

○ １号特定技能外国人が農業分野で認められた業

務に従事することが確認できるよう、特定技能雇用

契約は文書により締結し、職務内容を明確に定める

ことが必要です。 

○ 特定技能外国人が農業分野で認められた業務に

従事することが確認できるよう、特定技能雇用契約

は文書により締結し、職務内容を明確に定めること

が必要です。 

11 P.9 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準等 

第２ 特定技能外国人が有すべき技能水準 第２ 特定技能外国人が有すべき技能水準等 

12 P.9 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準等 

【関係規定】 

上陸基準省令（特定

技能２号） 

（新設） 上陸基準省令（特定技能２号） 

 申請人に係る特定技能雇用契約が法第２条の５第

１項及び第２項の規定に適合すること及び特定技能

雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が同条第

３項（第２号を除く。）及び第４項の規定に適合するこ

とのほか、申請人が次のいずれにも該当しているこ

と。 

 一 申請人が次のいずれにも該当していること。 

  イ～ロ （略） 

  ハ 従事しようとする業務に必要な熟練した技

能を有していることが試験その他の評価方法

により証明されていること。 

  ニ （略） 

 二～七（略） 

13 P.10 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準等 

【関係規定】 

分野別運用方針（抜

粋） 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に

関する事項 

農業分野において特定技能１号の在留資格で受

け入れる外国人は、以下に定める試験に合格した者

又は農業分野の第２号技能実習を修了した者とす

る。 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に

関する事項 

農業分野において特定技能の在留資格で受け入

れる外国人は、以下に定める試験に合格した者（２

号特定技能外国人については実務経験の要件も満

たす者）とする。 



 （１）技能水準（試験区分） 

ア 「農業技能測定試験（耕種農業全般）」 

イ 「農業技能測定試験（畜産農業全般）」 

（２）日本語能力水準 

ア 「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日

本語能力試験（Ｎ４以上）」 

イ そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相当

以上の水準と認められるもの 

 

また、特定技能１号の在留資格については、農業

分野に関する第２号技能実習を修了した者は、必要

な技能水準及び日本語能力水準を満たしているも

のとして取り扱う。 

（１）１号特定技能外国人 

ア 技能水準（試験区分） 

（ア）「１号農業技能測定試験（耕種農業全般）」 

（イ）「１号農業技能測定試験（畜産農業全般）」 

イ 日本語能力水準 

（ア）「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日

本語能力試験（Ｎ４以上）」 

（イ）そのほか、「日本語教育の参照枠」のＡ２相

当以上の水準と認められるもの 

（２）２号特定技能外国人 

   技能水準（試験区分及び実務経験） 

  ア 試験区分 

  （ア）「２号農業技能測定試験（耕種農業全般）」 

  （イ）「２号農業技能測定試験（畜産農業全般）」 

  イ 実務経験 

    次のいずれかを満たすことを実務経験の要

件とする。 

  （ア）農業の現場において複数の従業員を指導し

ながら作業に従事し、工程を管理する者とし

ての実務経験 

  （イ）農業の現場における実務経験 

14 P.10-11 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準等 

 

 

 

第１ 特定産業分野において認められる人材の基準

に関する事項 

１．技能水準及び評価方法等 



【関係規定】 

分野別運用要領（抜

粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用

に関する重要事項 

２．技能実習２号を良好に修了した者の技能及び日

本語能力の評価 

（１）農業分野において受け入れる１号特定技能外

国人が、必要な技能水準及び日本語能力水準を

満たしているものとして取り扱う場合におけ

る業務内容と技能実習２号移行対象職種にお

いて修得する技能との具体的な関連性につい

ては、次のとおりとする。 

ア 運用方針５（１）アの業務区分 

耕種農業に関連する第２号技能実習（耕種

（２）「２号農業技能測定試験」（運用方針３（２）

アの試験区分） 

ア 技能水準及び評価方法（特定技能２号） 

（技能水準） 

   （ア）「２号農業技能測定試験（耕種農業全般）」 

      当該試験への合格及び耕種農業の現場

において複数の従業員を指導しながら作

業に従事し、工程を管理する者としての２

年以上の実務経験又は耕種農業の現場に

おける３年以上の実務経験を要件とする。 

   （イ）「２号農業技能測定試験（畜産農業全般）」 

      当該試験への合格及び畜産農業の現場

において複数の従業員を指導しながら作

業に従事し、工程を管理する者としての２

年以上の実務経験又は畜産農業の現場に

おける３年以上の実務経験を要件とする。 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用

に関する重要事項 

２．技能実習２号を良好に修了した者の技能及び日

本語能力の評価 

（１）農業分野において受け入れる１号特定技能外

国人が、必要な技能水準及び日本語能力水準を

満たしているものとして取り扱う場合におけ

る業務内容と技能実習２号移行対象職種にお

いて修得する技能との具体的な関連性につい

ては、次のとおりとする。 

ア 運用方針５（１）ア（ア）の業務区分 

耕種農業に関連する第２号技能実習（耕種



農業職種３作業：施設園芸、畑作・野菜又は

果樹）を良好に修了した者については、当該

技能実習で修得した技能が、１号特定技能外

国人が従事する業務において要する技能と、

作物の栽培管理、安全衛生等の点で、技能の

根幹となる部分に関連性が認められることか

ら、修得した技能が耕種農業の職種に属する

作業のいずれに係るものであっても耕種農業

の業務で必要とされる一定の専門性・技能を

有し、即戦力となるに足りる相当程度の知識

又は経験を有するものと評価し、上記第１の

１（１）の試験を免除する。 

イ 運用方針５（１）イの業務区分 

畜産農業に関連する第２号技能実習（畜産

農業職種３作業：養豚、養鶏又は酪農）を良

好に修了した者については、当該技能実習で

修得した技能が、１号特定技能外国人が従事

する業務において要する技能と、家畜の飼養

管理、安全衛生等の点で、技能の根幹となる

部分に関連性が認められることから、修得し

た技能が畜産農業の職種に属する作業のいず

れに係るものであっても畜産農業の業務で必

要とされる一定の専門性・技能を有し、即戦

力となるに足りる相当程度の知識又は経験を

有するものと評価し、上記第１の１（２）の

試験を免除する。 

農業職種３作業：施設園芸、畑作・野菜又は

果樹）を良好に修了した者については、当該

技能実習で修得した技能が、１号特定技能外

国人が従事する業務において要する技能と、

作物の栽培管理、安全衛生等の点で、技能の

根幹となる部分に関連性が認められることか

ら、修得した技能が耕種農業の職種に属する

作業のいずれに係るものであっても耕種農業

の業務で必要とされる一定の専門性・技能を

有し、即戦力となるに足りる相当程度の知識

又は経験を有するものと評価し、上記第１の

１（１）ア（ア）の試験を免除する。 

イ 運用方針５（１）ア（イ）の業務区分 

畜産農業に関連する第２号技能実習（畜産

農業職種３作業：養豚、養鶏又は酪農）を良

好に修了した者については、当該技能実習で

修得した技能が、１号特定技能外国人が従事

する業務において要する技能と、家畜の飼養

管理、安全衛生等の点で、技能の根幹となる

部分に関連性が認められることから、修得し

た技能が畜産農業の職種に属する作業のいず

れに係るものであっても畜産農業の業務で必

要とされる一定の専門性・技能を有し、即戦

力となるに足りる相当程度の知識又は経験を

有するものと評価し、上記第１の１（１）ア

（イ）の試験を免除する。 



15 P.11 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準等 

○１つ目及び２つ目 

○ １号特定技能外国人として農業分野の業務に従

事する場合には、本要領別表に記載された技能試験

及び日本語試験の合格等が必要です。 

○ また、１号特定技能外国人が従事する業務区分に

応じ、本要領別表に記載された職種・作業の技能実

習２号を良好に修了した者については上記の試験

等が免除されます。 

○ １号特定技能外国人として農業分野の業務に従

事する場合には、本要領別表に記載された技能試験

及び日本語試験の合格が必要です。 

○ また、１号特定技能外国人が従事する業務区分に

応じ、本要領別表に記載された職種・作業の技能実

習２号を良好に修了した者については上記の試験

が免除されます。 

16 P.12 ○４つ目 ○ なお、農業分野においては、特定技能２号での受

入れを行うことはできません。 

○ ２号特定技能外国人として農業分野の業務に従

事する場合には、本要領別表に記載された技能試験

の合格に加えて、以下の実務経験が必要です。 

・業務区分：耕種農業全般（栽培管理、農産物の集

出荷・選別等）及び当該業務に関する

管理業務 

耕種農業の現場において複数の従業員を指導し

ながら作業に従事し、工程を管理する者としての２

年以上の実務経験又は耕種農業の現場における３

年以上の実務経験 

この場合の「複数の作業員を指導しながら作業に

従事し、工程を管理する」とは、自然条件の変化に

応じて自らの判断により農作業を行うとともに、２

名以上の作業員を指導・監督し、作業工程を管理す

ることを指し、指導を受ける作業員の国籍、職責は

問いません。また、複数の作業員を指導する期間は

必ずしも同一期間である必要はなく、繁閑期などの

農業の特性により、管理業務に従事した期間のうち

一部指導を行わない期間があっても差し支えあり

ません。 

また、「耕種農業の現場における」実務とは、施



設園芸、畑作・野菜、果樹等の耕種農業の現場にお

いて、自然条件の変化に応じて自らの判断により農

作業に従事した経験を指します。 

・業務区分：畜産農業全般（飼養管理、畜産物の集

出荷・選別等）及び当該業務に関する

管理業務 

畜産農業の現場において複数の従業員を指導し

ながら作業に従事し、工程を管理する者としての２

年以上の実務経験又は畜産農業の現場における３

年以上の実務経験 

この場合の「複数の作業員を指導しながら作業に

従事し、工程を管理する」とは、家畜の個体や畜舎

環境の変化に応じて自らの判断により農作業を行

うとともに、２名以上の作業員を指導・監督し、作

業工程を管理することを指し、指導を受ける作業員

の国籍、職責は問いません。また、複数の作業員を

指導する期間は必ずしも同一期間である必要はな

く、飼養衛生管理などの畜産の特性により、管理業

務に従事した期間のうち一部指導を行わない期間

があっても差し支えありません。 

また、「畜産農業の現場における」実務とは、養豚、

養鶏、酪農等の畜産農業の現場において、家畜の個

体や畜舎環境の変化に応じて自らの判断により農

作業に従事した経験を指します。 

17 P.13 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準等 

【確認対象の書類】 

 

＜試験合格者の場合＞ 

○ 技能水準を証するものとして次のいずれか 

・農業技能測定試験（耕種農業全般）の合格証明書

＜特定技能１号の場合＞ 

○ 試験合格者の場合 

・技能水準を証するものとして次のいずれか 

１号農業技能測定試験（耕種農業全般）の合格証



の写し 

・農業技能測定試験（畜産農業全般）の合格証明書

の写し 

○ 日本語能力を証するものとして次のいずれか 

・国際交流基金日本語基礎テストの合格証明書の写    

 し 

・日本語能力試験（Ｎ４以上）の合格証明書の写し 

＊ただし、修了した技能実習２号の職種・作業の

種類にかかわらず、技能実習２号を良好に修了

した者は、国際交流基金日本語基礎テスト及び

日本語能力試験（Ｎ４以上）のいずれの試験も

免除されます。 

＜本要領別表に記載された職種・作業の技能実習２号

修了者の場合＞ 

○ 技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格

している場合 

・農業技能評価試験（専門級）の実技試験の合格証

明書の写し 

○ 技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格

していない場合 

・技能実習生に関する評価調書（参考様式第１－２

号） 

＊詳細は「特定技能外国人受入れに関する運用要

領」の「第４章第１節（３）技能水準に関する

もの」を御参照ください。 

明書の写し 

１号農業技能測定試験（畜産農業全般）の合格証

明書の写し 

・日本語能力を証するものとして次のいずれか 

国際交流基金日本語基礎テストの合格証明書の

写し 

日本語能力試験（Ｎ４以上）の合格証明書の写し 

＊ただし、修了した技能実習２号の職種・作業の

種類にかかわらず、技能実習２号を良好に修了

した者は、国際交流基金日本語基礎テスト及び

日本語能力試験（Ｎ４以上）のいずれの試験も

免除されます。 

○ 本要領別表に記載された職種・作業の技能実習２

号修了者の場合 

・技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格し

ている場合 

農業技能評価試験（専門級）の実技試験の合格証

明書の写し 

・技能実習２号修了時の技能実習評価試験に合格し

ていない場合 

技能実習生に関する評価調書（参考様式第１－２

号） 

＊詳細は「特定技能外国人受入れに関する運用要

領」の「第４章第１節（３）技能水準に関する

もの」を御参照ください。 

＜特定技能２号の場合＞ 

○ 技能水準を証するものとして次のいずれか 

・２号農業技能測定試験（耕種農業全般）の合格証



明書の写し 

・２号農業技能測定試験（畜産農業全般）の合格証

明書の写し 

18 P.13 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準等 

【留意事項】 

 

○ 技能実習２号を良好に修了したとして技能試験

の合格等の免除を受けたい場合には、技能実習２号

を良好に修了したことを証するものとして、技能実

習２号修了時の農業技能評価試験（専門級）の実技

試験の合格証明書の提出が必要です。 

○ 農業技能評価試験（専門級）の実技試験に合格し

ていない場合（技能実習法施行前の旧制度の技能実

習生を含む。）には、技能試験及び日本語能力試験を

受験し合格するか、実習実施者が作成した技能等の

修得等の状況を評価した文書の提出が必要です。 

 

＜特定技能１号＞ 

○ 技能実習２号を良好に修了したとして技能試験

の合格等の免除を受けたい場合には、技能実習２号

を良好に修了したことを証するものとして、技能実

習２号修了時の農業技能評価試験（専門級）の実技

試験の合格証明書の提出が必要です。 

○ 農業技能評価試験（専門級）の実技試験に合格し

ていない場合（技能実習法施行前の旧制度の技能実

習生を含む。）には、技能試験及び日本語能力試験を

受験し合格するか、実習実施者が作成した技能等の

修得等の状況を評価した文書の提出が必要です。 

＜特定技能２号＞ 

○ ２号農業技能測定試験受験の際に、上記実務経験

の有無を確認します。詳細は、試験実施機関へご確

認ください。 

19 P.15 第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行の

確保に係る基準 

【関係規定】 

告示 

農業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技

能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１

項第１３号及び第２項第７号に規定する告示で定め

る基準は、特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公

私の機関（第１号にあっては、当該機関が法人である

場合は、当該機関又はその業務を執行する役員）が次

のいずれにも該当することとする。 

一 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第

３１９号）別表第１の２の表の特定技能の項の下

欄第１号に掲げる活動を行おうとする外国人を

農業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技

能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１

項第１３号及び第２項第７号に規定する告示で定め

る基準は、特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公

私の機関（第１号にあっては、当該機関が法人である

場合は、当該機関又はその業務を執行する役員）が次

のいずれにも該当することとする。 

一 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第

３１９号）別表第１の２の表の特定技能の項の下

欄第１号又は第２号に掲げる活動を行おうとす



労働者派遣（労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０

年法律第８８号。以下「労働者派遣法」という。）

第２条第１号に規定する労働者派遣をいう。以下

同じ。）の対象とするものではない場合にあって

は、労働者を６月以上継続して雇用した経験又は

これに準ずる経験を有すること。 

二 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表

の特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行

おうとする外国人を労働者派遣の対象とする場

合にあっては、労働者を６月以上継続して雇用し

た経験を有する者又は派遣先責任者講習その他

これに準ずる講習を受講した者を派遣先責任者

（労働者派遣法第４１条に規定する派遣先責任

者をいう。）として選任している者に当該外国人

に係る労働者派遣をすることとしていること。 

 

三 農林水産省が設置する農業分野における特定

技能外国人の受入れに関する協議会（以下「協議

会」という。）の構成員であること。ただし、特

定技能外国人を受け入れていない場合にあって

は、特定技能外国人を受け入れた日から４月以内

に協議会の構成員となること。 

四 協議会が行う情報の提供、意見の聴取、現地調

査その他の活動に対し、必要な協力を行うこと。 

五 第２号に規定する場合にあっては、前号に規定

する必要な協力を行う者に当該外国人に係る労

働者派遣をすることとしていること。 

る外国人を労働者派遣（労働者派遣事業の適正な

運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律（昭和６０年法律第８８号。以下「労働者派遣

法」という。）第２条第１号に規定する労働者派

遣をいう。以下同じ。）の対象とするものではな

い場合にあっては、労働者を６月以上継続して雇

用した経験又はこれに準ずる経験を有すること。 

二 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表

の特定技能の項の下欄第１号又は第２号に掲げ

る活動を行おうとする外国人を労働者派遣の対

象とする場合にあっては、労働者を６月以上継続

して雇用した経験を有する者又は派遣先責任者

講習その他これに準ずる講習を受講した者を派

遣先責任者（労働者派遣法第４１条に規定する派

遣先責任者をいう。）として選任している者に当

該外国人に係る労働者派遣をすることとしてい

ること。 

三 農林水産省が設置する農業分野における特定

技能外国人の受入れに関する協議会（以下「協議

会」という。）の構成員であること。ただし、特

定技能外国人を受け入れていない場合にあって

は、特定技能外国人を受け入れた日から４月以内

に協議会の構成員となること。 

四 協議会が行う情報の提供、意見の聴取、調査そ

の他の活動に対し、必要な協力を行うこと。 

五 第２号に規定する場合にあっては、前号に規定

する必要な協力を行う者に当該外国人に係る労

働者派遣をすることとしていること。 



六 登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画

の全部の実施を委託する場合にあっては、第４号

に規定する必要な協力を行う登録支援機関に委

託していること。 

 

六 登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画

の全部の実施を委託する場合にあっては、第４号

に規定する必要な協力を行う登録支援機関に委

託していること。 

七 特定技能雇用契約に基づき特定技能外国人を

農業分野の実務に従事させたときは、当該特定技

能外国人からの求めに応じ、当該特定技能外国人

に対し、当該契約に係る実務経験を証明する書面

（その作成に代えて電磁的記録を作成する場合

における当該電磁的記録を含む。）を交付し、又

は提供すること。 

20 P.15 第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行の

確保に係る基準 

【労働者派遣事業者

の要件（特定技能基

準省令）】 

○１つ目 

○ 農業分野において労働者派遣形態により１号特

定技能外国人を受け入れることができる労働者派

遣事業者は、特定技能基準省令第２条第１項第９号

に定めるとおり、以下の①～④のいずれかに該当

し、かつ、法務大臣が農林水産大臣と協議の上で適

当であると認められる者になります。 

① 農業又は農業に関連する業務を行っている者

であること 

② 地方公共団体又は①に掲げる者が資本金の過

半数を出資していること 

③ 地方公共団体の職員又は①に掲げる者若しく

はその役員若しくは職員が役員であることその

他地方公共団体又は①に掲げる者が業務執行に

実質的に関与していると認められる者であるこ

と 

④ 国家戦略特別区域法第１６条の５第 1 項に規

定する特定機関であること 

○ 農業分野において労働者派遣形態により特定技

能外国人を受け入れることができる労働者派遣事

業者は、特定技能基準省令第２条第１項第９号に定

めるとおり、以下の①～④のいずれかに該当し、か

つ、法務大臣が農林水産大臣と協議の上で適当であ

ると認められる者になります。 

① 農業又は農業に関連する業務を行っている者

であること 

② 地方公共団体又は①に掲げる者が資本金の過

半数を出資していること 

③ 地方公共団体の職員又は①に掲げる者若しく

はその役員若しくは職員が役員であることその

他地方公共団体又は①に掲げる者が業務執行に

実質的に関与していると認められる者であるこ

と 

④ 国家戦略特別区域法第１６条の５第 1 項に規

定する特定機関であること 



21 P.16 ○２つ目 ○ ①の「農業に関連する業務を行っている者」に当

たり得るものとしては、例えば、農業協同組合、農

業協同組合連合会、農業者が組織する事業協同組合

等が想定されます。 

○ ①の「農業を行っている者」とは、農業経営を行

う者を指します。これに該当すると認められる場合

としては、農業委員会等から発行された耕作証明

書、営農証明書のほか、農畜産物の出荷に係る伝票

や納品書の写し等が提出されていることが想定さ

れます。また、「農業に関連する業務を行っている

者」とは、農畜産物の集荷、加工、販売、営農・技

術指導を行う生産者団体等を指し、これに当たり得

るものとしては、例えば、農業協同組合、農業協同

組合連合会、農業者が組織する事業協同組合等が想

定されます。 

22 P.16 ○４つ目 ○ ③の「業務執行に実質的に関与していると認めら

れる」場合としては、例えば、当該事業者の業務方

法書等において「地方公共団体の職員又は①に掲げ

る者若しくはその役員若しくは職員」が農業分野に

関する業務の運営に指導や助言等を行うことによ

り関与することとされていること等が想定されま

す。 

○ ③の「業務執行に実質的に関与していると認めら

れる」場合としては、例えば、当該事業者の業務方

法書等において「地方公共団体の職員又は①に掲げ

る者若しくはその役員若しくは職員」が農業分野に

関する業務の運営に指導や助言等を行うことによ

り関与することとされていること等が想定されま

す。 

なお、農業分野において、労働者派遣形態により

特定技能外国人を受け入れる限りにおいては、「業

務執行に実質的に関与していると認められる者」

は、継続して業務執行に実質的に関与しなければな

りません（そうでない場合、労働者派遣事業者は、

労働者派遣事業者としての該当性を失うことにな

ります。）。 

23 P.16 ○５つ目 ○ ④の「特定機関」は、「国家戦略特別区域農業支援

外国人受入事業における特定機関等に関する指針」

（平成２９年１２月１５日内閣総理大臣決定）第４

○ ④の「特定機関」は、「国家戦略特別区域農業支援

外国人受入事業における特定機関等に関する指針」

（平成２９年１２月１５日内閣総理大臣決定）第４



による特定機関の基準適合性についての確認を受

けており、かつ、適正に外国人農業支援人材を派遣

先農業経営体に派遣したことがある特定機関であ

ることが必要です。 

 

による特定機関の基準適合性についての確認を受

けており、かつ、適正に外国人農業支援人材を派遣

先農業経営体に派遣したことがある特定機関であ

ることが必要です。なお、当該事業の終了をもって

④の該当性を失うものではありません。 

24 P.16 ○６つ目 ○ また、労働者派遣事業における派遣先の対象地域

については派遣元責任者が日帰りで派遣労働者か

らの苦情の処理を行い得る地域とされていること

が必要であるところ、労働者派遣形態による１号特

定技能外国人の受入れについては、派遣先の対象地

域が苦情処理を含めた外国人労働者の雇用管理を

適切に行うことができる範囲となっていることが

必要です。 

○ また、労働者派遣事業における派遣先の対象地域

については派遣元責任者が日帰りで派遣労働者か

らの苦情の処理を行い得る地域とされていること

が必要であるところ、労働者派遣形態による特定技

能外国人の受入れについては、派遣先の対象地域が

苦情処理を含めた外国人労働者の雇用管理を適切

に行うことができる範囲となっていることが必要

です。 

25 P.17 ○７つ目 （新設） ○ なお、適正な在留管理を図る観点から、労働者派

遣事業者として適当と認められる期間は３年間と

し、当該期間が経過した場合には、改めて、その該

当性について確認することとなります。 

26 P.17 第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行の

確保に係る基準 

【農業分野の固有の

基準（告示）】 

［雇用経験等］ 

○１つ目 

○ 農業者等が特定技能所属機関として１号特定技

能外国人を直接雇用する場合、当該農業者等は、過

去５年以内に同一の労働者（技能実習生を含む。）を

少なくとも６か月以上継続して雇用した経験（法人

の場合、業務を執行する役員が個人事業主として雇

用した経験も含まれます。）又はこれに準ずる経験

がなければなりません。 

○ 農業者等が特定技能所属機関として特定技能外

国人を直接雇用する場合、当該農業者等は、過去５

年以内に同一の労働者（技能実習生を含む。）を少な

くとも６か月以上継続して雇用した経験（法人の場

合、業務を執行する役員が個人事業主として雇用し

た経験も含まれます。）又はこれに準ずる経験がな

ければなりません。 

27 P.17 ［農業特定技能協議

会］ 

○１つ目 

○ 初めて農業分野の特定技能外国人を受け入れた

場合には、当該特定技能外国人の入国後４か月以内

に、農林水産省が設置する農業分野における１号特

定技能外国人の受入れに関する協議会（「農業特定

○ 初めて農業分野の特定技能外国人を受け入れた

場合には、当該特定技能外国人の入国後４か月以内

に、農林水産省が設置する農業分野における特定技

能外国人の受入れに関する協議会（「農業特定技能



技能協議会」）に加入し、加入後は農業特定技能協議

会に対し、必要な協力を行うなどしなければなりま

せん。 

協議会」）に加入し、加入後は農業特定技能協議会に

対し、必要な協力を行うなどしなければなりませ

ん。 

28 P.18 ○４つ目 （新設） ○ 特定技能外国人から農業分野に係る実務経験を

証明する書面の交付を求められた場合は、当該機関

における実務経験を証明する書面（電磁的記録を含

む。）の交付又は提供をしなければならず、これを行

わない場合は、基準に適合しないことから、特定技

能外国人の受入れができないこととなります。 

29 P.19 ○７つ目 

１ 地域別 

九州農政局経営・事

業支援部経営支援

課 

九州農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：096-211-9111 

直通：096-300-6375 

FAX：096-211-9825 

九州農政局経営・事業支援部経営支援課 

代表：096-211-9111 

直通：096-300-6375 

FAX：096-211-9912 

30 P.19 ２ 本省 農林水産省 経営局 就農・女性課 雇用・労働グループ 

代表：03-3502-8111（内線 5203） 

直通：03-6744-2162 

FAX：03-3593-2612 

農林水産省 経営局 就農・女性課 雇用・労働グループ 

代表：03-3502-8111（内線 5193） 

直通：03-6744-2159 

FAX：03-3593-2612 

31 P.20 第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行の

確保に係る基準 

【確認対象の書類】 

＜労働者派遣の要

件①に該当する場合

＞ 

○ 定款、登記事項証明書、有価証券報告書、営農証明

書等、農業又は農業に関連する業務を行っていることが

確認できる書類 

○ 定款、登記事項証明書、有価証券報告書、営農証明

書、耕作証明書、農畜産物の出荷に係る伝票や納品書

の写し等、農業又は農業に関連する業務を行っているこ

とが確認できる書類 

32 P.21 第４  適合１号特定

技能外国人支援計

画の適正な実施の確

農業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技

能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１

項第１３号及び第２項第７号に規定する告示で定め

農業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技

能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１

項第１３号及び第２項第７号に規定する告示で定め



保に係る基準 

【関係規定】 

告示 

る基準は、特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公

私の機関（第１号にあっては、当該機関が法人である

場合は、当該機関又はその業務を執行する役員）が次

のいずれにも該当することとする。 

一 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第

３１９号）別表第１の２の表の特定技能の項の下

欄第１号に掲げる活動を行おうとする外国人を

労働者派遣（労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０

年法律第８８号。以下「労働者派遣法」という。）

第２条第１号に規定する労働者派遣をいう。以下

同じ。）の対象とするものではない場合にあって

は、労働者を６月以上継続して雇用した経験又は

これに準ずる経験を有すること。 

二 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表

の特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行

おうとする外国人を労働者派遣の対象とする場

合にあっては、労働者を６月以上継続して雇用し

た経験を有する者又は派遣先責任者講習その他

これに準ずる講習を受講した者を派遣先責任者

（労働者派遣法第４１条に規定する派遣先責任

者をいう。）として選任している者に当該外国人

に係る労働者派遣をすることとしていること。 

 

三 農林水産省が設置する農業分野における特定

技能外国人の受入れに関する協議会（以下「協議

会」という。）の構成員であること。ただし、特

定技能外国人を受け入れていない場合にあって

る基準は、特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公

私の機関（第１号にあっては、当該機関が法人である

場合は、当該機関又はその業務を執行する役員）が次

のいずれにも該当することとする。 

一 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第

３１９号）別表第１の２の表の特定技能の項の下

欄第１号又は第２号に掲げる活動を行おうとす

る外国人を労働者派遣（労働者派遣事業の適正な

運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律（昭和６０年法律第８８号。以下「労働者派遣

法」という。）第２条第１号に規定する労働者派

遣をいう。以下同じ。）の対象とするものではな

い場合にあっては、労働者を６月以上継続して雇

用した経験又はこれに準ずる経験を有すること。 

二 出入国管理及び難民認定法別表第１の２の表

の特定技能の項の下欄第１号又は第２号に掲げ

る活動を行おうとする外国人を労働者派遣の対

象とする場合にあっては、労働者を６月以上継続

して雇用した経験を有する者又は派遣先責任者

講習その他これに準ずる講習を受講した者を派

遣先責任者（労働者派遣法第４１条に規定する派

遣先責任者をいう。）として選任している者に当

該外国人に係る労働者派遣をすることとしてい

ること。 

三 農林水産省が設置する農業分野における特定

技能外国人の受入れに関する協議会（以下「協議

会」という。）の構成員であること。ただし、特

定技能外国人を受け入れていない場合にあって



は、特定技能外国人を受け入れた日から４月以内

に協議会の構成員となること。 

四 協議会が行う情報の提供、意見の聴取、現地調

査その他の活動に対し、必要な協力を行うこと。 

五 第２号に規定する場合にあっては、前号に規定

する必要な協力を行う者に当該外国人に係る労

働者派遣をすることとしていること。 

六 登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画

の全部の実施を委託する場合にあっては、第４号

に規定する必要な協力を行う登録支援機関に委

託していること。 

 

は、特定技能外国人を受け入れた日から４月以内

に協議会の構成員となること。 

四 協議会が行う情報の提供、意見の聴取、調査そ

の他の活動に対し、必要な協力を行うこと。 

五 第２号に規定する場合にあっては、前号に規定

する必要な協力を行う者に当該外国人に係る労

働者派遣をすることとしていること。 

六 登録支援機関に１号特定技能外国人支援計画

の全部の実施を委託する場合にあっては、第４号

に規定する必要な協力を行う登録支援機関に委

託していること。 

七 特定技能雇用契約に基づき特定技能外国人を

農業分野の実務に従事させたときは、当該特定技

能外国人からの求めに応じ、当該特定技能外国人

に対し、当該契約に係る実務経験を証明する書面

（その作成に代えて電磁的記録を作成する場合

における当該電磁的記録を含む。）を交付し、又

は提供すること。 



33 別表 別表（農業） 

  



34 分野 

参考様式 

第１１－１号 

 

  



  



35 分野 

参考様式 

第１１－２号 

 

  



  



  



36 分野 

参考様式 

第１１－３号 

 

  



  



37 分野 

参考様式 

第１１－４号 

 

  

 


